
 1 

諮問庁：防衛大臣 

諮問日：令和元年１１月１３日（令和元年（行情）諮問第３３７号） 

答申日：令和２年７月２日（令和２年度（行情）答申第１２３号） 

事件名：南スーダン派遣施設隊長とのテレビ電話会談議事録の一部開示決定に

関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「南スーダン派遣施設隊長とのテレビ電話会談議事録（２８．７．１

９）（抜粋）」（以下「本件対象文書」という。）につき，その一部を不

開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和元年６月２８日付け防官文第３３

３３号により防衛大臣（以下「防衛大臣」，「処分庁」又は「諮問庁」と

いう。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，本

件対象文書の一部を不開示とした決定の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

本件対象文書は，本件開示請求に対して防衛省が開示した文書の一つで，

現地で活動を行う派遣部隊の隊長が日本にいる防衛大臣などにテレビ電話

を通じて衝突の様子や自衛隊宿営地の被害状況などを報告した内容が記さ

れているものである。 

 防衛省は今回の処分で一部不開示とした部分には，防衛大臣が所感を述

べた箇所や，「隊員の皆様の心境はどうなのでしょうか」という防衛大臣

の質問に対して派遣部隊の隊長が答えた箇所など，公にしたとしても，自

衛隊の能力，警備態勢及び運用要領が推察されたり，他国又は国際機関と

の信頼関係が損なわれたりするとは考えにくい情報も含まれていると推察

される。 

本件処分を行うに当たり，防衛省は法５条３号に該当しない情報を不開

示としている疑いがあることから，改めて審査を行った上で，開示できる

部分については不開示とした決定を取り消し，開示するよう求めるもので

ある。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

本件開示請求は，「２０１６年７月に南スーダンのジュバで発生した衝
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突事案の期間中に，自衛隊の宿営地に着弾した流れ弾の数および弾の発見

場所等がわかる文書（該当部分のみ抜粋化）」の開示を求めるものであり，

これに該当する行政文書として，１０文書を特定した。 

本件開示請求については，法１１条に規定する開示決定等の期限の特例

を適用し，まず，平成３０年１１月１２日付け防官文第１７７３２号によ

り，１文書について，法５条３号に該当する部分を不開示とする一部開示

決定処分を行った後，令和元年６月２８日付け防官文第３３３３号により，

その余の文書について，法５条１号及び３号に該当する部分を不開示とす

る原処分を行った。 

本件審査請求は，原処分に対して提起されたものである。 

２ 法５条該当性について 

原処分において不開示とした部分及び不開示とした理由は別表（本件対

象文書を除く文書に係る部分については省略。以下同じ。）のとおりであ

り，原処分に係る対象文書中，法５条１号及び３号に該当する部分を不開

示とした。 

３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，本件対象文書について，「一部不開示とした部分には，

防衛大臣が所感を述べた箇所や，「隊員の皆様の心境はどうなのでしょう

か」という防衛大臣の質問に対して派遣部隊の隊長が答えた箇所など，公

にしたとしても，自衛隊の能力，警備態勢及び運用要領が推察されたり，

他国又は国際機関との信頼関係が損なわれたりするとは考えにくい情報も

含まれていると推察される」として，当該文書において，一部を不開示と

した決定を取り消し，開示することを求めるが，別表のとおり，当該文書

の一部については，法５条３号に該当するため不開示としたものである。 

よって，審査請求人の主張には理由がなく，原処分を維持することが妥

当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和元年１１月１３日 諮問の受理 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１２月２日    審議 

   ④ 令和２年６月９日   本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同月３０日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙に掲げる文書５である。 

審査請求人は，本件対象文書の不開示部分の開示を求めており，諮問庁

は，本件対象文書の一部が法５条３号に該当するとして不開示とした原処
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分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，

不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

本件対象文書の不開示部分には，自衛隊の警備及び運用に係る情報並び

に自衛隊が取得した他国又は国際機関に関する情報が記載されていること

が認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，自衛隊の警備態勢，能力及び

運用要領が推察され，悪意を有する相手方がその弱点をついた行動を採る

ことが可能となるなど，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては国の安全が害されるおそれ及び他国等との信頼関係が損

なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があ

ると認められるので，法５条３号に該当し，不開示とすることが妥当であ

る。 

３ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条３号に該当す

るとして不開示とした決定については，不開示とされた部分は，同号に該

当すると認められるので，妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 佐藤郁美，委員 中川丈久 
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別紙（本件対象文書） 

 

文書５ 南スーダン派遣施設隊長とのテレビ電話会談議事録（２８．７．１

９）（抜粋） 
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別表 

 

文書５ 南スーダン派遣施設隊長とのテレビ電話会談議事録（２８．７．１９

）（抜粋） 

不開示とした部分 不開示とした理由 

１枚目の一部 自衛隊の運用に関する情報であり，これを公

にすることにより，自衛隊の能力，警備態勢及

び運用要領が推察され，自衛隊の任務の効果的

な遂行に支障を及ぼし，ひいては我が国の安全

を害するおそれがある。また，他国又は国際機

関に関する情報であり，これを公にすることに

より，他国又は国際機関との信頼関係が損なわ

れ，ひいては我が国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該当するため不開示

とした。 

 

 


